
(単位：千円）

金   額 金   額

4,115,867 1,994,646 

850,319 1,566,340 

459,539 120,000 

447,580 8,085 

1,587,135 204,119 

38,918 30,374 

26,434 3,524 

223,218 15,391 

95,481 20,050 

317,712 26,761 

46,013 

23,414 1,142,559 

100 400,000 

18,905 

3,814,574 505,550 

3,371,154 67,238 

88,284 47,795 

114,257 103,070 

418,590 

1,498 3,137,206 

20,345 

23,370 4,793,235 

2,673,116 352,000 

31,692 297,958 

35,579 1,803 

6,782 296,154 

28,797 4,143,277 

407,840 86,196 

18,697 4,057,081 

0 3,681,062 

195,491 119,901 

125,994 1,292 

67,657 254,824 

4,793,235 

7,930,442 7,930,442 

※　当期純利益　101,693千円

貸  　借  　対  　照　  表
2022年3月31日現在

資   産   の   部 負   債   の   部

科            目 科            目

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

受 取 手 形 1年以内返済長期借入金

電 子 記 録 債 権 リ ー ス 債 務

売 掛 金 未 払 金

未 収 金 未 払 費 用

未 収 消 費 税 未 払 法 人 税 等

製 品 預 り 金

半 製 品 前 受 金

原 材 料 賞 与 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用 固 定 負 債

そ の 他 長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

有 形 固 定 資 産 役員退職慰労引当金

建 物 跡 地 整 地 引 当 金

構 築 物 そ の 他

機 械 装 置

車 両 運 搬 具 負    債    合    計

工 具 器 具 及 び 備 品 純   資   産   の   部

リ ー ス 資 産 株 主 資 本

土 地 資 本 金

建 設 仮 勘 定 資 本 剰 余 金

無 形 固 定 資 産 資 本 準 備 金

ソ フ ト ウ ェ ア そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 準 備 金

出 資 金 そ の 他 利 益 剰 余 金

破 産 更 生 債 権 等 別 途 積 立 金

長 期 前 払 費 用 土 地 圧 縮 積 立 金

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産 特 別 償 却 準 備 金

そ の 他 繰 越 利 益 剰 余 金

純  資  産  合  計
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Ⅰ重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 製品・半製品・原材料・貯蔵品 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 総平均法による原価法 ※1

※1 貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しております。

　２．固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 ・ ・ ・ ・ ・ 定率法

（リース資産を除く） ただし､平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については､法人税法に規程

する方法と同一の基準を適用しております｡

② 無形固定資産 ・ ・ ・ ・ ・ 定額法

（リース資産を除く） ソフトウェア（自社利用）は社内利用可能期間（5年）に

よる定額法を採用しております。

③ リース資産 ・ ・ ・ ・ ・ 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。

　３．引当金の計上基準

① 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、翌期賞与支給見込額のうち当事業年度に帰属する

部分の金額を計上しております。

② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務の見込額に基づき､簡便法

により計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に備えるため、役員退職慰労金規則に基づく期末要支給額を計上

しております。

④ 跡地整地引当金

将来の砂利採取跡地の整地のための支出に備えて､期末における必要な跡地整地費用の

見積額を計上しております｡

　４．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は､税抜方式によっております。ただし、

資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。

個　別　注　記　表
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Ⅱ株主資本等変動計算書に関する注記

　１．発行済株式の総数に関する事項

普通株式

　２．剰余金の配当に関する事項

配当金支払額

① 決議

② 株式の種類

③ 配当金の総額

④ １株当たり配当額

⑤ 基準日

⑥ 効力発生日

配当財産の金銭以外の配当

2021年6月29日開催の臨時株主総会において、当社が保有する土地、建物、付属設備、

構築物、投資有価証券を現物配当することを決議しております。

※配当財産の全てを普通株式の唯一の株主であった西武建設株式会社に対して割当てることをしており、

　１株当たりの配当額は定めておりません。

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

2022年6月22日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

① 株式の種類

② 配当金の総額

③ 配当の原資

④ １株当たり配当額

⑤ 基準日

⑥ 効力発生日

Ⅲその他の注記

記載金額は、表示単位未満を切捨てて表示しております。

704,000株

　（１） 

2021年6月29日　臨時株主総会

普通株式

119,799千円

170.17円

2021年6月29日

2021年6月30日

　（２） 

　（３） 

普通株式

30,511千円

利益剰余金

43.34円

2022年3月31日

2022年6月23日

① 配当財産の種類：土地、建物、付属設備、構築物

所在
配当財産の簿価

　　(千円)
効力発生日

東京都府中市　他 土地　他 東京都府中市是政四丁目 446,799 2021年6月30日

② 配当財産の種類：投資有価証券

株式の種類
配当財産の簿価

　　(千円)
効力発生日

普通株式 26,783 2021年6月30日

名称

名称

東海旅客鉄道（株）他
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